




































































































































































































年月 | 事費 内 円~甘
1957. 10 I・三和町の為石，土井ノ首，川原を水源に取水
-高島に 5km，端島lこ6.5km各 2本の海底送水管布設
1960. 7 I・〔第 l次拡張〕鹿尾川~為石導水管布設
1965. 10 I・〔第 2次拡張〕浄水場~中継槽送水管布設
1966. 10 I・〔第 3次拡張〕京太郎水源池完成
1968. 8 I・〔第 4次拡張〕為石貯水池完成(貯水能力10万トン)
1969. 3 I 三軒町配水池・配水管増設
金堀配水池増設
1977. 10 I .為石浄水場排水処理施設
1978. 5 I・海底送水管布設替
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表 7 産業別就業者と炭鉱関連就業者の割合(高島町， 1985年)
〉〈ご
就業 者 数(A) 炭鉱関連就業者数(B)
一(AB)  (%) 
人 % 人 % 
第 1 次産業 1 0.4 
漁業水産養殖業 1 0.4 
第 2 次産業 1，769 66.9 1， 738 74.7 98.2 
鉱 業 1， 623 61. 4 1，623 69.8 100.0 
建 設 業 121 4.6 90 3.9 74.4 
製 造 業 25 0.9 25 1.1 100.0 
第 3 次産業 876 33. 1 588 25.3 67.1 
卸 小売業 226 8.5 226 9. 7 100.0 
飲 食 業 67 2.5 67 2.9 100.0 
金融保険不動産業 26 1.0 
運輸・通信業 73 2.8 54 2.3 74.0 
サービ ス業 372 14. 1 241 10.4 64.8 
ノι大二、， 務 他 112 4.2 

























千トン 人 千人 千人 % % % 
a 高 島町 三 菱高島 579 1，423 6 6 96 98 84 
外海町 松島 池島 1，530 2，275 12 6 55 98 80 
b 大牟田市 三 井三池 4，528 5，923 163 65 40 22 10 
芦別市 三 井 芦別 984 1， 718 31 13 41 51 22 
赤平市 住 友 赤平 1，002 1， 418 24 16 68 51 26 
歌志内市 P二Eb 知 924 1，395 10 7 71 94 51 
三笠市 北 炭 幌内 1，239 1， 747 22 12 56 60 28 
C 
夕張市 三菱南大夕張 827 
32 22 71 75 39 
I! 北炭真谷地 702 1，143 
釧路市 太 平 洋 2，491 3，260 215 15 7 1 5 
上砂川町 三 井 砂川 936 1， 167 9 7 73 22 58 
メ口L 計 15，743 23，632 504 169 32 14 









から， したがって閉山をはさむこの 3年間に，事業所の総数は， 216→105箇
所と半分以下になった。だが，就業者数の減少はこれよりはるかに膨大で，
2，651→329人へと 9割近く(ム88%) の激減である。とりわけ第 2次産業
では， 1， 799→50人と，かつての僅か 3%しか残留していない。残っている
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表 9 石炭鉱業と他産業との関係(高島町) (単位:箇所，人，万円)
孟p之と町総計 うち炭鉱関係 一(AB) (%) (参考)(A) (B) 直接間接 外海町
製 事業所数 箇所 5 4 3 80.0 45.5 
1Yg K 従業者 数 人 25 23 16 7 92.0 62.3 
業 出 荷 額 万円 6，612 6，371 4， 169 2，202 96.4 67.2 
建 事業所数 箇所 5 4 4 。80.0 38.5 
設 従業 者数 人 136 121 121 。89.0 51. 8 
業 工 事 額 万円 171， 145 51， 145 51， 145 O 29.9 55.4 
商業z飲食宿) s 
事業所数 箇所 112 112 5 107 100.0 44.3 
従業者数 人 286 286 46 240 100.0 55. 7 
販売額 億円 32 NB NB NB NB 66.4 
運 事業所数 箇所 5 5 4 100.0 66. 7 
送 従 業者 数 人 73 73 66 7 100.0 76.2 





















A箇所 B人数 C箇所 D人数 C-A D-B C-AIA D-B/B 
鉱 業 12 1， 671 5 ム1 ム1，666 ム91.6 ム99.7
建 設 業 10 5 45 。ム65 ム59.1
製 造 業 3 18 。。ム3 ム18 皆減 皆減
5十 20 1，799 6 50 ム14 ム1，749 ム70.0 ム97.2
電気 ガス・水道事業 2 20 6 ムl ム14 ム50.0 ム70.0
運輸・通信業 8 94 6 30 ム2 ム64 ム25.0 ム68.1
却小売業・飲食庖 126 350 54 108 ム72 ム242 ム57.1 ~69.1 
金融・保険業 7 25 4 10 ム3 ム15 ム42.9 ム60.0
不 動 産 業 。。ムl ムl 皆減 皆減
サービス業 46 299 28 82 ム18 ム217 ム39.1 ム72.6
~ 務 6 63 6 43 。ム20 ム31.7 
ムロ 計 216 2，651 105 329 ム11 ム2，322 ム51.4 ム87.6
(注)(1) 1989年 6月30日現在の鉱業は，三菱石炭鉱業高島事務所 5名(男 2，女 3)。
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表1 炭鉱閉山後の誘致企業・新規立地企業の概要
注ぐ 資本金 株 主 事業 内容 従業員数 設立(万円) (万円) (人) (年，月)
三菱鉱業セメント(株) 1， 00 
コンクリートプロック等
1.菱高開発同 3.000 三菱石炭鉱業側 1， 00 
セメント 2次製品，生コ 1 
1986.11 
ンクリートの製造販売 (男10.女1)
附大石組 1， 00 等
三菱鉱業セメント(検) 50 
2.高島興産供) 1.50 三菱石炭鉱業依) 50 
魚介類(当面ヒラメ)の養 2 
1987.1 




27.400 卵抑制技術の開発，未開 1 




















6. (株)高島グリーン 1. 70 (男 2) 1989.4 


















































1 19861987198 81989  
17 
1，442 
1112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 































































①社 宅 社宅に居住する一般町民については， 砿業所が一般住民に貸与している住宅
家屋解体に伴って入居者を退去させ，町 を解体する場合，その入居者退去には，
は必要に応じて町営住宅にうけいれる。 砿業所が責任をもって対処する。
①水 道 砿業所の水道料金は，閉山後 1年間に 砿業所関係の水道使用量は，社宅入居
限り，従来の方式で支払う。 合意期間は，従来の方式により砿業所が
納入する。









































































表13 高島蹟業所関連財政支出の状況 (1980~87年度累計単位:千円， %) 
7ア¥¥こ」 事業費 国・県補助金町純負担分 備 考
rl(l)石炭鉱業経営安定助成補助(県) 51.00 46，00 5，00 (1)表記以外に， 82， 83年度から86年度まで
石炭証主助成
(2) 向上 (町) 14，124 14，124 各l億円，計2億円の町一般会計から砿
業所への貸付金がある。
(3)石炭鉱業就職奨励金 32，50 32，50 
(4)炭鉱事故・行事等補助 15，03 15，03 
(計) 212，67 46，00 16，67 
n 1(5)基盤整備(2) 80，357 39，490 40，867 (2)県道高島根負担金，高島港海岸保全局部
産 (6)水道事業(3) 391， 074 391， 074 改良負担金x~ (砿業所分=貨物船総ト
業 ①水道建設 14，858 14，858 
ン数x95%7入港総トン数)，町道中腹
循環線など。
基 ①一般会計からの繰出 376，216 376，216 (3)一般会計からの補助金 負担金xU.9
盤 (計) 471. 431 39，490 431. 941 (砿業所負担分)として推計。
(7)勤労者用施設整備 解体(4) 4，718 4，718 (4)砿業所武道館補修補助，勤労会館・体育
m 1(8)小規模炭住地区改良取壊し 952，709 583，01 369，708 娯楽センター補修工事など。
生 (9)病院事業(5)
(5)1980年度に町一般財源により新病院を建
696，452 696，452 設し砿業所に貸与。 82年度から病院事
; ①病院建醐 340，676 340，676 業として町に移管。
盤
①一般会計からの繰出(6) 35，76 35，76 (6)一般会計から病院事業会計への支出金
(計) 1. 693， 879 583，01 1.10，878 補助金xO.7(砿業所分)として推計。
(10)石炭政策対策経費(7) 3¥，372 31.372 (7)第8次石炭政策による閉山阻止対策。
(1)老朽炭住除却 10，858 4，569 6，289 
N 1(12)閉山に伴う施設改修・変更・撤




山 (13)パス路線補助(9) 3，858 3，858 (9)補助金とは別に，パス会社への貸付金12
(14)小規模企業振興融資 20，00 20，00 百万円がある。
対 (小計) 309，869 47，569 262，30 
策 (1時町活性化対策(1m 14，687 14，687 (10)調査委託等。
事 (1~企業誘致・振興対策 12，984 12，984 
業 (1り新会社出資金等 4，00 4，00 
(小計) 71， 679 71. 679 
(計) 381. 548 47，569 33，979 
ム口 2，759，535 716，060 2，043，475 町純負担分/町一般財源総額
|町普通会計歳出に占める割合克 16.0 4.1 11.8 =2，043，47579，840，80 x 100=20.8% 
(資料)高島町「決算書j，r決算に関する説明書j，r水道事業・病院事業決算書j，r港
湾統計」等から作成。
任と負担は著しく後退する か ， 暖 昧 に さ れ て い る 。
問題は，以上のよう な鉱業資本による地域独占と地域支配，それを前提に
した炭鉱閉山が，自治 体の財政支出にいかなるインパ クトを与えてきたかで









































































































表14 高島磁業所関連財政支出(町純負担分)の推移 (単位:百万円， %) 
zpぐ空 1980 81 82 83 84 85 86 87 え口為 計
I石炭鉱業助成 4 17 6 13 28 8 10 167 8.2 
E産業基盤 39 56 38 47 51 61 49 89 432 21.1 
①基盤整備 以下 以下 以下 5 8 19 7 41 2.0 
①水道事業 39 56 38 43 42 43 42 8 391 19.1 
E生活基盤 292 1 100 173 168 174 78 14 1， 11 54.3 
①炭住改良等 7 42 135 10 119 414 20.3 
①病院事業 292 4 58 37 58 5 78 14 696 34.1 
N閉山対策事業 8 25 301 334 16.3 
①閉山処理 8 25 229 262 12.8 
①振興対策 72 72 3.5 
336 84 145 234 247 332 163 504 2，043 100.0 
l口h 計
(対町一般財源.%) 31.0 7.3 11. 5 19.5 20.5 25.8 12.3 37.7 20.8 
(資料)前表に同じ。
































~ご 1980 82 84 86 87 8 
収
営 業収益 184.739 258.914 246.225 202.001 102.036 30.119 
益 営業外収益 43.824 44.874 54.819 47.378 91. 309 78.435 
的 うち他会計繰入 43.423 41. 894 46.993 46.814 91. 018 78.267 
収 特 別利益 2 225 123 27.318 22.403 7.586 
入
計 (A) 228.565 304.013 301. 167 276.697 215.748 116.140 
営 業費用 240.804 246.582 271. 182 252.878 223.636 163.994 
収
うち給与費 11. 81 114.738 127.339 127.444 85.526 72.254 
益 減価償却費 53.481 53.307 52.893 58.728 58.236 58.341 
的 営業外費用 31. 043 35.228 29.453 32.083 28.471 27.079 
支 うち支払利息 28.960 30.486 25.844 26.124 24.663 23.401 
出
特 別損失 24 2.783 32 18.268 27 1.297 
計(8) 271.871 284.593 300.667 303.229 252.134 192.370 
戸凸'-. 業 損 益 ム56.065 12.332 ム24.957 ム50.877 ム121.600 ム133.875
純 損 益(A)一(B) ム43.306 19.420 50 ム26.532 ム36.386 ム76.231
累積欠損金 ム43.820 ム2.111 ム12.192 ム17.634 ム54.020 ム130.251
配水量 (km3) 1.708 1.863 1.750 1. 539 657 275 
l人l日平均(Q) 712 782 76 1. 321 1.024 751 
有収水量 (km3) 1.689 1.793 1.725 1. 481 578 184 
l人l日平均(Q) 704 752 765 1.271 901 503 
供給単価(円/m3) 108 143 142 136 175 163 























表16 町税に占める炭鉱分の割合 (1980~87年度累計) (単位:万円， %) 
町 税 うち炭鉱分
一(AB) (%) 区 分
(A)万円 % (B)万円 % 
よ口込 Z十 293，340 100.0 122，866 100.0 41. 9 
うち 町 民税(法人) 10，023 3.4 168 0.1 1.7 
固定資産税 71， 718 24.4 63，608 51. 8 88.9 
電 気 税 4，483 1.5 4，483 3.6 100.0 
鉱 山 税 49，253 16.8 49，253 40. 1 100.0 
都市計画税 5，962 2.0 5，354 4.4 89.8 
(計) 141， 439 48.2 122，866 100.0 86.9 













































































一 rーーーーーーーー 一 一 一 一 変化率(幼うち うち うち うち うち うち
1980 1983 1985 1986 1987 198 
炭鉱分 炭鉱分 炭鉱分 炭鉱分 炭鉱分 炭鉱分 1986-88 
町民税 45.4 (0.03) 48.7 (0.02) 46.5 (0.1) 52.6 (0.1) 56.2 (0.2) 37.6 (0.3) ム7.8
(個人) 43.3 -1 4.4 -1 42.8 -1 49.9 -1 53.0 -1 29.1 ーム82.0
(法人) 2.1 (0.03) 4.3 (0.02) 3.7 (0.1) 2.6 (0.1) 3.2 (0.2) 8.5 (0.3) 0.0 
固定資産税 21. 0 08.6) 20.6 (17.8) 27.6 (25.0) 26.9 (23.9) 3.2 (28.6) 48.1 (39.9) ム2.3
軽自動車税 0.5 -1 0.4 -1 0.5 -1 0.5 -1 0.7 -.: 1 0.8 -1 632.5 
たばこ消費税 6.7 -1 7.3 -1 6.2 -1 6.1 -1 4.6 -1 5.5 ーム34.8
電気税 1.5 (1. 5) 1.5 (1. 5) 1.5 (1. 5) 1.5 (1.5) 1.9 (1.9) 2.4 (2.4) ム32.0
鉱山税 2.6 (2.6) 19.9 (19.9) 15.8 (15.8) 10.5 (10.5) 01 (0) -皆減
都市計画税 2.3 (2.2) 1.6 (1.5) 1.9 (1. 7) 2.0 (1.7) 3.4 (2.9) 5.6 (5.2) ム12.7
10.0 (4.9) 10.0 (40.7) 10.0 (4.0) 10.0 (37.7) 10.0 (3.6) 100.0 (47.7) ム69.1
1口h 
(万円) 29，168 40，398 43，648 43，189 24，851 13，35 





































表18 固定資産税の内訳の推移 (単位:千円， %，指数)
訟提 1984 85 86 87 8 
炭鉱分科) 6.423 7.256 8.402 7，929 7.366 
土
町合計(B) 7.070 (5.8) 7.987 (6.8) 9.179 (7.9) 8.738 00.6) 8.130 02.7) 
(A)/(B)(%) 90.8 90.8 91. 5 90.7 90.6 
地
(A)の指数 10 13 131 123 15 
建炭鉱分(A) 44.225 45.090 44.947 44.381 39.310 
町合計(B) 46.702 (38.4) 47.737 (40.5) 47.870 (41. 2) 47.819 (57.9) 42.647 (6.4) 
(A)/(B)(幼 94.7 94.5 93.9 92.8 92.2 
物
仏)の指数 10 102 102 10 89 
償炭鉱分仏) 62.545 56.652 49.860 18.824 6.567 
却町合計(B) 67.788 (5.8) 62.083 (52.7) 59.019 (50.8) 26.099 (31.6) 13.444 (20.9) 
資料)/恒例 92.3 91. 3 84.5 72.1 48.8 
産
仏)の指数 10 91 80 30 1 
炭鉱分(A) 113.193 108.998 103.209 71.134 53.243 
ムロ
町合計(B) 121. 560 000.0) 117.807 000.0) 116.068 000.0) 82.656 000.0) 64.225 000.0) 
(A)/(B)(幼 93.1 92.5 8.9 86.1 82.9 
計









ことにある。加えて， 1989年 5月末には，閉山後少なくとも 5年間は稼動す
ると約束していた炭鉱の発電所まで廃止してしまった。消費税の導入がらみ
































表19 碕業所税収の町財政収入への寄与度 (単位:万円， %) 
7?¥とこ 粗収入額 地方交付税調整後(1 980~87年度累計) の純収入増加額
(1) 町税収入累計額(万円) 293，340 
(2) 町一般財源累計額(万円) 984，080 
(3) 砿業所からの税収額(万円)
① 都市計画税以外の税収 117，512 29，378 
①都 市 5十 画 税 5，354 5，354 
計(①+①) 122，866 34，732 
(4) 砿業所税収の財政収入寄与度
対町税収(①+①1/(1)) 41.9% 11. 8% 
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表20 閉山後の財政収入の変化 (単位:万円， %，指数)
1984 1986 1987 198 
汗ミ:万円構成比指数 万円構成比指数 万円構成比指数 万円構成比指数
地 方 税 45，20 21.5 10 43，189 17.2 961 24，851 7.6 51 13，35 3.7 30 
うち炭鉱分 21， 480 10.2 か 16，287 6.5 761 8，243 2.5 381 6，371 1.8 30 
地方譲与税 847 0.4 " 783 0.3 92 819 0.3 97 836 0.2 9 
地方交付税 74，69 35.5 。8，694 35.2 19 107，93 32.8 145 141， 176 39.2 189 
小計(一般財源) 120，76 57.3 か 132，67 52.7 10 13，63 40.6 11 15，367 43.1 129 
国庫支出金 30，985 14.7 か 19，567 7.8 631 34，564 10.5 12 32，102 8.9 104 
県支出金 9，754 4.6 " 9，539 3.8 981 9，309 2.8 951 12，809 3.6 131 
財産収入 3，472 1.6 " 5，27 2.1 152 5，91 1.8 173 16，575 4.6 477 
寄 付 金 931 0.0 グ 42，928 17.1 46，159 3，425 10.2 35，941 31， 981 8.9 34，38 
うち炭鉱分 か 40，00 15.9 皆増 30，00 9.1 皆増 30，00 8.3 皆増
繰 入 金 124 0.1 " 61 0.3 53 95，091 28.9 76，686 76，308 21. 2 61， 539 
諸 収 入 23，535 11.2 か 27，494 10.9 17 1， 967 0.6 81 3，069 0.9 13 
地 方 債 12，40 5.9 " 3，580 1.4 291 3，760 1.1 301 21，430 5.9 173 
合計(その他共) 210，64 100.0 か 251.691 100.0 19 329，216 100.0 156 360，385 100.0 171 
〔再掲〕炭鉱分 21. 480 10.2 か 56，287 2.4 262 38，243 11.6 178 36，371 10.1 169 




















































































































(1) 三菱鉱業セメント(株).高島炭砿史編纂委員会編『高島炭砿史』同社， 1989年， 1 ~68 
ページ。三菱鉱業セメント(同・総務部社史編纂室『三菱鉱業社史』同社， 1976年， 36~52ペー
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(2) 旗手勲『日本の財閥と三菱J楽焼書房， 1978年， 45~52ページ。
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(6 ) 三菱社誌刊行会編『三菱社誌 16J東大出版会， 1980年， 15巻， 145~147ページ。






















(1) 松尾兼治編『高島町文化史』高島町役場， 1949年， 21 ~22ページ。
(1の三菱鉱業『高島・….-.] (前掲書《注 1})， 169~171ページ。
(1功松尾，前掲書(注11)， 31~33ページ。




(18) 高島町『高島炭鉱閉山の場合の影響調~， 1986年 5月， 16ページ。





争1) I.~社会的責任は果たす』 三菱グループ30社 吉森視察団長語るj，~毎日新聞~ (長
崎版)， 1986年12月 6日。
制 「高島へ新規進出困難 三菱グループが報告書j，~毎日新聞~， 1987年 5月7日。








世保刑務所」まで含まれているような代物であった。閉山から 1年 2か月後の1988年 1
月末現在でさえ，求職者1，539人に対し，就職者は520人，就職率は33.8%にすぎなかっ
た(lr毎日新聞~ {長崎版}， 1988年 2月17日)。南大夕張砿への再雇用についてむ，石炭
情勢の厳しさを理由に，結局反古にされてしまった。







制 高島の場合，一般用の水道料金は基本量 8m3まで， 1戸または 1事業所について 1か
月810円(1nfに換算すると101円)，これを超えると超過料金182円/nlとなっている。















州 自治省財政局編『地方財政のしくみとその運営の実態』地方財務協会， 1987年， 209~210 
ページ，自治省税務局編『地方税制の現状とその運営の実態』地方財務協会， 1987年， 512 
日ンペ
44 経営と経済
。1) 資源エネルギー庁石炭部『我が国石炭鉱業の現状~ 1986年1月 2ページ。
同租税減免措置による減収を taxexpenditure (タックス・イックスベンディチャー:租
税経費)という概念で，税制を通じて支払われる「隠れた経費J，ないしは税制面からの
一種の補助金 (f裏口の補助金J) として明示的に主張したのは， Surrey， Stanley S.， 
Pathways to Tax R，φnn， Cambridge MA: Harvard Uriversity Press， 1973，であるが，
ブレイクとベックマンは，同じ問題がすでに1965年にウォルフマン (BerrardWolfman) 
によって議論されていたと指摘している(Break，George F. and Pechman， Joseph A.， 
















制 「三菱石炭の高島発電所 五月末廃止を通告J~朝日新聞~， 1989年 4月1日。
例 1986~89年度の間に，砿業所の課税地積は， 50.7万d→43.9万nfへと， 6.8万nf03.4 
%)減少した。
(本稿は，日本生命財団助成研究による， f長崎県の離島・高島の炭鉱閉山による社会的ス
トレスと住民の健康に関する追跡調査研究(1989年度，継続)J ((代表・斎藤 寛》の成果
の一部である。)
